
 

占冠村勢要覧 

 

 
 
 
 
 
 もくじ 

  １ 自 然           １ 

   ２ 人 口           ２ 

   ３ 産 業           ６ 

   ４ 社会保障          ９ 

   ５ 保健・衛生         12 

   ６ 土木・建築                 14 

   ７ 水 道                     15 

   ８ 運 輸                     16 

   ９ 教育・文化                 17 

     10 警察・消防                 19 

    11  行 政                     21 

資 料 編 
【令和６年度版】 



距　離

東西

37.2㎞

南北

27.7㎞

田 畑 宅　地 池　沼 山　林 牧　場 原　野 雑種地 その他

k㎡ k㎡ k㎡ k㎡ k㎡ k㎡ k㎡ k㎡ k㎡

1.58 7.24 0.93 0.28 531.52 0.01 13.64 3.60 12.61

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最 高 (℃) 2.2 12.2 8.1 25.1 23.7 30.7 32.8 31.9 27.6 22.0 15.2 4.0

最 低 (℃) -25.1 -27.6 -21.8 -8.7 -2.7 1.3 6.3 13.7 2.0 -3.0 -10.4 -20.9

平 均 (℃) -8.1 -7.3 -4.1 6.7 11.0 16.4 20.9 22.4 15.6 9.3 1.7 -7.0

50.5 23.5 82.5 50.5 143.0 33.5 134.0 306.5 96.0 200.5 124.0 36.0

83 82 70 33 － － － － － － 12 39

98.3 119.4 174.0 198.9 186.1 163.3 148.6 125.8 202.0 156.8 88.0 66.6

H25 H26 H27 H28 H29 H30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ4 Ｒ5

31.9 33.6 31.4 30.3 33.1 32.5 32.2 32.3 34.6 30.3 33.8

-30.3 -32.2 -29.5 -25.7 -32.8 -30.9 -29.3 -31.1 -29.4 -27.1 -31.9

5.1 5.0 5.8 5.3 4.9 5.5 5.4 5.9 6.0 5.9 6.7

119.0 89.1 94.5 121.4 83.5 126.6 91.9 86.3 108.7 134.5 107.6

110 89 125 83 96 118 92 78 114 104 100

109.7 134.5 124.2 121.0 121.8 111.0 120.1 120.2 123.2 132.9 128.3

１　自　然

◆１―１　位置･広ぼう

◆１―２　地目別土地面積

◆１―３　気　象（令和６年）

方　　位

東経 142°16’35”

北緯  42°52’55”

経　緯　度

東経 142°43’55”極　　東

総面積

k㎡

極　　西

極　　南

極　　北

571.41

　　日照時間  (ｈ/月)

※ 平成13年１月14日午前７時-35.8℃を記録

　　降 水 量  (㎜/月)

　　　　（出典：気象庁ホームページ）

◆１―４　過去の気象

気

 

温

 最 　高　 (℃)

　　最深積雪    (㎝)

区　　　　分

（総務課税務担当：令和６年度固定資産概要調書）

北緯  43° 7’54”

 平 　均 (℃/年) 

降  水  量  (㎜)

最深積雪　(㎝)

区　　分

気

 

温

 最　 低   (℃)

日照時間 (h/月)

　　　　（出典：気象庁ホームページ）

－ １ －



世帯数 総　数 男 女 世帯数 総　数 男 女 世帯数 総　数 男 女 世帯数 総　数 男 女

世帯 人 人 人 世帯 人 人 人 世帯 人 人 人 世帯 人 人 人

718 1,203 604 599 914 1,389 719 670 951 1,427 743 684 808 1,271 643 628

双珠別 21 52 25 27 20 49 23 26 18 46 22 24 18 46 22 24

中　央 334 657 327 330 331 652 325 327 345 669 334 335 333 651 323 328

占　冠 79 110 56 54 74 105 53 52 66 95 47 48 57 81 37 44

ニニウ 2 4 2 2 2 4 2 2 2 4 2 2 2 4 2 2

トマム 282 380 194 186 487 579 316 263 520 613 338 275 398 489 259 230

世帯数 総　数 男 女 世帯数 総　数 男 女 世帯数 総　数 男 女 世帯数 総　数 男 女

世帯 人 人 人 世帯 人 人 人 世帯 人 人 人 世帯 人 人 人

767 1,226 606 620 745 1,192 592 600 912 1,365 678 687 1,072 1,496 793 703

双珠別 18 45 20 25 19 41 19 22 19 41 19 22 18 40 18 22

中　央 334 644 314 330 344 651 321 330 350 659 326 333 350 638 322 316

占　冠 57 80 35 45 60 85 41 44 61 80 38 42 55 74 35 39

ニニウ 2 4 2 2 2 4 2 2 2 4 2 2 2 3 2 1

トマム 356 453 235 218 320 411 209 202 480 581 293 288 647 741 416 325

令和６年

占　冠　村

内
　

　
訳

（住民課戸籍担当）

占　冠　村

内
　
　
訳

区　　分
令和３年 令和４年 令和5年

２　人　口

◆２―１　住民基本台帳による過去８年間の地区別世帯数・人口の推移 （３月31日現在）

区　　分
平成29年 平成30年 平成31年 令和２年

－
2

 －



◆２―２　国勢調査による世帯数･人口の推移

総　　数 男 女 世　　帯 人　　口

世帯 人 人 人 世帯 人

第１回 大正９年 519 2,627 1,411 1,216 ― ―

第２回 大正14年 372 1,984 1,047 937 ▲ 147 ▲ 643

第３回 昭和５年 331 1,858 985 873 ▲ 41 ▲ 126

第４回 昭和10年 359 2,162 1,182 980 28 304

第５回 昭和15年 359 2,298 1,317 981 0 136

第６回（臨時） 昭和22年 457 2,672 1,466 1,206 98 374

第７回 昭和25年 533 3,241 1,805 1,436 76 569

第８回 昭和30年 597 3,437 1,905 1,532 64 196

第９回 昭和35年 842 4,705 2,927 1,778 245 1,268

第10回 昭和40年 717 3,306 1,895 1,411 ▲ 125 ▲ 1,399

第11回 昭和45年 689 2,848 1,677 1,171 ▲ 28 ▲ 458

第12回 昭和50年 512 1,804 952 852 ▲ 177 ▲ 1,044

第13回 昭和55年 632 1,601 850 751 120 ▲ 203

第14回 昭和60年 1,114 2,097 1,310 787 482 496

第15回 平成２年 1,673 2,721 1,736 985 559 624

第16回 平成７年 1,170 2,104 1,144 960 ▲ 503 ▲ 617

第17回 平成12年 1,030 1,873 993 880 ▲ 140 ▲ 231

第18回 平成17年 1,051 1,819 1,025 794 21 ▲ 54

第19回 平成22年 794 1,394 779 615 ▲ 257 ▲ 425

 第20回 平成27年 704 1,211 604 607 ▲ 90 ▲ 183

 第2１回 令和２年 849 1,306 653 653 145 95

（10月１日実施）

増　減　数
区　　分 調査年 世帯数

人　　　口

－ ３ －



◆２―３　国勢調査による地区別世帯数･人口の推移

世帯数 人　口 世帯数 人　口 世帯数 人　口 世帯数 人　口 世帯数 人　口 世帯数 人　口

世帯 人 世帯 人 世帯 人 世帯 人 世帯 人 世帯 人

昭和45年 689 2,848 44 214 320 1,131 139 570 76 477 110 456

昭和50年 512 1,804 31 127 316 1,127 90 314 11 40 64 196

昭和55年 632 1,601 42 121 352 1,005 132 307 40 44 66 124

昭和60年 1,114 2,097 33 105 381 1,037 90 241 12 23 598 691

平成２年 1,673 2,721 30 92 404 1,013 106 264 1 2 1,132 1,350

平成７年 1,170 2,104 25 71 434 980 114 250 6 7 591 796

平成12年 1,030 1,873 21 64 376 861 86 185 4 5 543 758

平成17年 1,051 1,819 23 61 459 911 159 227 1 2 409 618

平成22年 794 1,394 23 56 428 811 147 215 Ｘ Ｘ 196 322

平成27年 704 1,211 20 48 328 652 81 119 Ｘ Ｘ 275 392

令和２年 849 1,306 19 41 321 638 60 86 Ｘ Ｘ 449 541

（10月１日実施）

占　　冠 ニニウ トマム

年次

合　　　計 双珠別 中　　央

※ Ｘは結果数値が著しく小さいため秘匿処理を行い、近隣の地区に合算しています。

－
４

－



不詳

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

1,167 785 382 851 579 272 743 416 327 875 483 392

96 59 37 76 44 32 66 38 28 69 41 28

68 35 33 51 24 27 46 23 23 52 26 26

28 24 4 25 20 5 20 15 5 17 15 2

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

319 279 40 241 212 29 69 46 23 65 44 21

3 3 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

276 260 16 208 198 10 34 34 ― 36 35 1

40 16 24 33 14 19 35 12 23 29 9 20

750 445 305 534 323 211 607 331 276 740 397 343

1 ― 1 1 1 ― 1 1 ― 1 1 ―

31 27 4 54 49 5 41 36 5 39 35 4

55 23 32 42 15 27 37 14 23 42 13 29

4 3 1 6 1 5 3 1 2 3 1 2

― ― ― 2 ― 2 1 ― 1 ― ― ―

― ― ― 8 5 3 17 11 6 23 14 9

328 197 131 204 127 77 246 135 111 382 202 180

― ― ― 5 5 ― 9 4 5 5 2 3

40 8 32 33 9 24 45 10 35 59 16 43

47 25 22 42 20 22 46 22 24 38 19 19

17 11 6 14 8 6 15 8 7 11 6 5

123 80 43 34 26 8 43 22 21 46 27 19

104 71 33 89 57 32 103 67 36 91 61 30

2 2 ― ― ― ― 1 1 ― 1 1 ―

学術研究・専門・技術
サービス業

第

３

次

産

業

宿泊・飲食サービス業

医療･福祉

教育･学習支援業

分類不能の産業

運輸･郵便・情報通信業

卸売･小売業

金融･保険業

不動産業・物品賃貸業

生活関連サービス・娯楽業

公　　　務

サービス業

電気･ガス･熱供給･水道業

複合サービス事業

◆２―４　国勢調査による年齢３区分別人口割合の推移

（1,394人）

平成27年

平成17年
（1,819人）

平成22年

０～14歳

農　　　業

◆２―５　国勢調査による産業別15歳以上就業者数の推移

（幼年人口）

15～64歳

（生産年齢人口）

65歳以上（1,211人）

令和２年
（1,306人）

（老齢人口）

計

計

総　　　　計

令和２年

第

１

次

産

業

第

２

次

産

業

産　　業　　別
平成17年 平成22年 平成27年

計

製　造　業

林　　　業

漁　　　業

鉱　　　業

建　設　業

100

116

130

205

847

770

964

1,299

305

311

294

315

54

14

6

0% 50% 100%

- ５ -



◆３―１　農業の推移

22 戸 21 戸 21 戸 20 戸 21 戸

15 戸 16 戸 16 戸 15 戸 16 戸

―　 戸 ―　 戸 ―　 戸 ―　 戸 ―　 戸

7 戸 5 戸 5 戸 5 戸 5 戸

65 人 63 人 65 人 60 人 63 人

57 人 57 人 56 人 52 人 55 人

44 人 43 人 42 人 40 人 41 人

566 ha 568 ha 566 ha 563 ha 586 ha

197 ha 197 ha 197 ha 193 ha 7 ha

369 ha 371 ha 369 ha 370 ha 586 ha

田畑のうち牧

草専用地
482 ha 500 ha 498 ha 494 ha 513 ha

―　 ha ―　 ha ―　 ha ―　 ha ―　 ha

387 頭 369 頭 316 頭 298 頭 276 頭

497 頭 484 頭 518 頭 499 頭 482 頭

11 頭 10 頭 9 頭 8 頭 8 頭

315 羽 300 羽 240 羽 282 羽 330 羽

5 頭 0 頭 3 頭 27 頭 2 頭

70 頭 110 頭 86 頭 180 頭 256 頭

28 頭 39 頭 39 頭 33 頭 41 頭

（作付実態調査・農業情報システム）

家畜飼養
頭　　数

令和２年 令和６年

専　　　業

第１種兼業

第２種兼業

田

畑

樹　園　地

肉　用　牛

山　　　羊

乳　用　牛

馬

採　卵　鶏

豚

め　ん　羊

（２月１日現在）

３　産　業

農 　家 　数

内　訳

経営耕地面積

内　訳

世　帯　員　数

うち満16歳以上

令和４年 令和5年令和３年区　　　　　分

農業従事者数

－ ６ －



◆３―２　林野別素材生産量　

針葉樹 広葉樹 針葉樹 広葉樹 針葉樹 広葉樹 針葉樹 広葉樹 計

m3 m3 m3 m3 m3 m3 m3 m3 m3

平成25年度 7,538 2,903 552 709 10,552 1,954 18,642 5,566 24,208

平成26年度 7,402 3,194 1,501 488 7,270 2,160 16,173 5,842 22,015

平成27年度 8,863 3,174 1,070 525 2,884 940 12,817 4,639 17,456

平成28年度 9,235 3,051 － － － － 9,235 3,051 12,286

平成29年度 15,516 3,679 418 500 4,192 1,312 20,126 5,491 25,617

平成30年度 2,042 746 654 201 2,927 981 5,623 1,928 7,551

令和元年度 9,483 1,936 978 135 873 387 11,334 2,458 13,792

令和２年度 14,969 4,837 1,306 660 3,482 1,614 19,757 7,111 26,868

令和３年度 12,606 6,256 2,466 1,008 2,908 946 17,980 8,210 26,190

令和４年度 1,588 899 741 385 3,372 524 5,701 1,808 7,509

◆３―３　森林面積及び蓄積　

面　　積

蓄　　積

面　　積

蓄　　積

面　　積

蓄　　積

面　　積

蓄　　積

　　　※単位未満を四捨五入して表示しているため、総数と内訳の計が一致しない場合がある。

年　　度
国有林 村有林 民有林 合　　　計

（農林課林業振興室：上川の民有林）

令和6年４月１日現在

区　　分
国　　　　　有　　　　　林　（面積：ha、蓄積：千ｍ3）

天然林 人工林 無立木地・その他 計 人工林率

針葉樹 4,566 広葉樹 3,835

35,440 11,937 248 47,625 25.06%

区　　分
村　　　　　有　　　　　林　（面積：ha、蓄積：千㎥）

天然林 人工林 無立木地 計 人工林率

針葉樹 295 広葉樹 283

1,169 993 3 2,165 45.87%

区　　分
私　　　　　有　　　　　林　（面積：ha、蓄積：千㎥）

天然林 人工林 無立木地 計 人工林率

針葉樹 287 広葉樹 320

2,121 771 27 2,919 26.41%

区　　分
総　　　　　　　　　　　計　（面積：ha、蓄積：千㎥）

天然林 人工林 その他・無立木地等 計 人工林率

　　　※単位未満を四捨五入して表示しているため、総数と内訳の計が一致しない場合がある。

    （農林課林業振興室：北海道林業統計）

38,730 13,701 279 52,710 25.99%

針葉樹 5,147 広葉樹 4,439

－ ７ －  



◆３―４　工業の推移

年　次 事業所数 従業者数

人

平成24年 1 25

平成25年 1 30

平成26年 1 22

平成27年 2 22

平成28年 2 22

平成29年 2 23

平成30年 1 20

令和元年 1 20

令和２年 1 19

令和３年 1 22

◆３―５　商業の推移

商店数 従業者数 年間販売額 商店数 従業者数 年間販売額 商店数 年間販売額

人 万円 人 万円 万円

平成14年 － － － 19 51 89,103 19 89,103

平成16年 1 1 Ｘ 15 50 Ｘ 16 69,822

平成19年 － － － 15 55 136,700 15 136,700

平成26年 － － － 9 32 46,428 9 46,428

平成28年 － － － 11 40 54,268 11 54,268

令和３年 2 9 Ｘ 10 39 Ｘ 12 58,285

◆３―６　事業所の状況

農　林 卸売 ・ 金融 ・

漁　業 小売業 保険業

事業所数 2 3 5 ー 5 14 2 2

従業員数 12人 30人 29人 ー 人 40人 49人 2人 10人

サービス業

事業所数 2 28 6 4 ー 2 10 85

従業員数 5人 539人 9人 28人 ー 人 6人 47人 806人

※ 公務を除く　　

区　　分

区　　分 (他に分類され

ないもの)

生活関連

サービス業・

娯楽業
医療･福祉

教育・学
習支援業

複合サービ
ス事業

運輸業・
郵便業

情報通信業

製造品出荷額

Ｘ 

建設業 製造業

Ｘ 

卸　　売　　業

Ｘ 

Ｘ 

Ｘ 

万円

Ｘ 

Ｘ 

Ｘ 

Ｘ 

Ｘ 

（経済センサス活動調査）

小　　売　　業

総　数

（令和３年６月１日現在）

学術研究、

専門・技術

サービス

宿泊業、飲

食サービス

業

Ｘ：プライバシー保護のため公表しない　 （商業統計 ・ 経済センサス活動調査）

不動産業・物

品賃貸業

総数（飲食店除く）

  （工業統計 ・ 経済センサス－活動調査）     

年　次

Ｘ：プライバシー保護のため公表しない

－ ８ －



世帯数 人員 視覚 聴覚 肢体 内部 その他 総数

世帯 人 人 人 人 人 人 人

13 16 4 5 29 17 4 59

13 17 4 5 29 18 6 62

13 17 3 3 27 16 3 52

11 14 3 2 24 14 5 48

9 12 4 1 24 13 5 47

9 12 4 1 24 11 5 45

9 12 4 2 24 11 2 43

10 13 4 2 24 13 2 45

１号 老齢 障害
（任意加入含む） 給付 年金

人 人 人 人 人 人

383 307 76 320 13 0

389 315 74 314 12 0

400 328 72 319 11 0

281 213 68 322 11 0

249 184 65 330 11 0

235 169 66 320 11 0

261 200 61 325 11 0

　　　〃　

令和５年度 12 240 　　　〃　　（R５　満100歳対象者なし）

230 　　　〃　　（R元 満100歳対象者なし）15

　　　〃　　（R２　満100歳対象者なし）

令和３年 2

平成30年度 12

令和２年度 11

（住民課：社会保険事業年報）

年　　度 受給者数

　　　　　　　 （H29 満100歳対象者なし）

令和元年度

令和４年 2

千円人

（福祉子育て支援課）

備　　　　考

◆４―４　村敬老祝い金

受給額

220

令和３年度 18 320 　　　〃　　（R３　満100歳対象者なし）

150

令和４年度 15 190 　　　〃　　（R4　満100歳対象者なし）

平成29年度

満80歳の者10,000円、満90歳の者

30,000円、満100歳の者50,000円

令和５年 2

16 300

令和４年度 令和４年度

老齢福祉年金

（福祉子育て支援課）

令和５年度

2

（寡婦年金含む）

人

令和２年 2

平成30年

平成29年 0

2令和元年

障　害　区　分

被保険者

遺族給付

平成28年度

令和２年度

（３月31日現在）

令和５年度

４　社会保障

◆４―３　国民年金

年　　次
総数 ３号

国民年金給付状況

平成28年度

◆４―２　身体障害者手帳交付状況

令和元年度 令和元年度

令和２年度

年　次

令和３年度令和３年度

（福祉子育て支援課）

◆４―１　生活保護の状況

平成30年度

被保護実数

平成29年度

平成30年度

平成29年度

年　次

－ ９ －



平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

世  帯  数 253世帯 262世帯 284世帯 183世帯 172世帯 191世帯 202世帯

被保険者数 364人 372人 399人 294人 283人 299人 306人

3,457件 3,195件 3,226件 2,502件 2,636件 2,776件 2,973件

10,102万円 8,551万円 9,874万円 5,669万円 6,545万円 7,965万円 7,449万円

28万円 23万円 25万円 19万円 23万円 27万円 24万円

定　員 幼児数 保育士数

人 人 人

130 32 5

130 32 4

130 33 5

130 29 5

130 19 4

130 17 4

130 22 5

130 26 6

130 31 6

100 31 7

100 30 6

100 27 6

100 33 6

100 31 6

（５月１日現在）

一人当り費用額

◆４―６　保育所の設置状況

年
間
平
均

◆４―５　国民健康保険の状況

区　　分

診 療 件 数

費 用 額

（住民課）

平成23年

保育所数年　　次

（へき地）　２

（福祉子育て支援課）

平成30年

令和元年

令和２年

令和４年 （へき地）　２

（へき地）　２

（へき地）　２令和５年

令和３年

（へき地）　２

（へき地）　２

（へき地）　２

令和6年 （へき地）　２

平成27年 （へき地）　２

（へき地）　２

平成28年 （へき地）　２

平成29年

平成26年 （へき地）　２

平成24年 （へき地）　２

平成25年 （へき地）　２

－ 10 －



◆４―７　後期高齢者医療保険の状況

現金償還 計 現金償還 計 現金償還 計

人 人 人 人 人 人

168 169 168

件 件 件 件 件 件 件 件 件

231 4,434 198 4,179 218 3,736

万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円

1,117 25,626 912 23,275 1,197 23,399

一人当り 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円

費 用 額 7 153 5 137 7 139

現金償還 計 現金償還 計 現金償還 計

人 人 人 人 人 人

169 172 181

件 件 件 件 件 件 件 件 件

181 3,675 190 3,704 248 4,036

万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円

623 18,535 603 17,907 831 20,518

一人当り 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円

費 用 額 4 110 3 104 5 114

後期高齢者医療保険後期高齢者医療保険後期高齢者医療保険

109101106

（住民課）

区分
令和5年度令和４年度令和３年度

費 用 額

3,788

17,912

3,5143,494
受診件数

181172169
対象者数

19,68717,304

169

22,363

132

令和２年度令和元年度

3,981

132

後期高齢者医療保険 後期高齢者医療保険
区分

費 用 額

168

3,518

22,202

対象者数

受診件数

168

24,509

146

平成30年

後期高齢者医療保険

4,203

－
1

1
 －



◆５―１　死因別死亡者数

脳血管 が 肺炎及び 自 老 不慮の

疾　患 ん 気管支炎 殺 衰 事　故

平成2９年 1 2 2 0 0 0 0 0 4 10

平成３０年 1 4 4 3 0 0 1 0 3 17

令和元年 0 6 0 0 0 0 0 0 6 12

令和2年 0 4 1 1 0 0 1 0 3 10

令和３年 2 4 2 1 0 0 1 0 3 12

令和４年 2 5 2 0 0 1 1 0 1 13

◆５―２　出生数年次推移

人 人 人

平成2８年 1,258 4

平成2９年 1,450 3

平成３０年 1,508 3

令和元年 1,613 6

令和２年 1,315 4

令和３年 1,229 2

◆５―３　出生順位別出生数の年次推移

年　次 総数 第２子

人 人 人

平成2８年 8 5

平成2９年 8 5

平成３０年 7 3

令和元年 8 2

令和２年 9 2

令和３年 4 1

3

1

0

3

5 2

1

2

0 0

5 01 0

5 7.8

人 人 人

9

（単位：人）

計

％

出　生　率

（人口千対）

占冠村

7.6

女

4 7.8

7.44

7.0

6.8

7.0

％人

6.1

その他

全　国

（人口：12月末現在）

0

0

（住民課：北海道保健統計年報）

0

1

５　保 健･衛 生

年　次 心疾患

1

1

結核 糖尿病

年　次 人　口 総　数 男

7

　　　　　　　　　　　（住民課：北海道保健統計年報）

8

8

8

2

5 7.0

第５子

7.0

第４子第１子

4 2 3.4 6.6

2 1 0 0

　　　　　　　　　　　（住民課：北海道保健統計年報）

第３子

0

0

0 0

0

0

－ 12 － 



◆５―４　ごみ処理量 ◆５―５　し尿処理量

年　　度

ｔ kl

平成23年度 1,092 240

平成24年度 1,233 235

平成25年度 1,147 269

平成26年度 1,303 301

平成27年度 1,426 148

平成28年度 1,188 173

平成29年度 1,592 288

平成30年度 1,905 217

令和元年度 1,830 201

令和２年度 1,282 114

令和３年度 1,277 96

令和４年度 1,067 97

令和５年度 1,173 86

◆５―６　医療施設数･医療従事者数

施設数 医　師 看護師 施設数 医 師

人 人 人

2 1 2 2 1

（住民課）

平成28年度

令和6年度

平成25年度

年　度

歯科診療所診　療　所

※他市町村で処理の資源ごみを含む

平成26年度

（建設課）

処　理　量 年　　度

（建設課）

処　理　量

令和２年度

令和３年度

令和４年度

平成29年度

令和元年度

平成27年度

平成23年度

平成30年度

令和５年度

平成24年度

－ 13 －



◆６―１　村内の道路の状況

総　数 国　道 道　道 村　道

218,118 31,984 65,737 120,397

208,826 29,213 60,426 119,187

橋　数 102 17 39 46

延長B 3,765 1,006 1,549 1,210

箇　所 6 3 3 ー

延長C 5,527 1,765 3,762 ー

111,352 31,984 44,592 34,776

51.1 100.0 67.8 28.9

室蘭開発建設部

旭川開発建設部富良野道路事務所

旭川建設管理部富良野出張所

占冠村建設課

◆６―２　村営住宅の状況

棟　数 戸　数

25棟 90戸

5棟 12戸

26棟 68戸

56棟 170戸

６　土木･建築

（令和６年３月31日現在）

区　　　分

実延長（A+B+C）

内
　
　
訳

道　路　A

橋　梁

ずい道

舗装済延長

舗　装　率

（道道：北海道道路現況ポータルサイト参照）　　

（令和６年３月31日現在）

区　分 説　　　明

中央地区
第２中央団地（８戸）

占冠地区
第２千歳団地（16戸）は含めない

トマム地区

計

（建設課）

－ 14 －



◆７―１　簡易水道施設の状況

計画給水 給水区域内 現在給水 １日最大 １日平均

人　　口 人　　　口 人　　口 給  水  量 給  水  量

人 人 人 ％ ｍ3 ｍ3

1,120 1,091 1,087 76.7 3,069 2,088

◆７―2　下水道施設の状況

計画処理 計画区域内 水洗化 １日最大 １日平均

人　　口 人　　　口 人　口 流  入  量 流  入  量

人 人 人 ％ ｍ3 ｍ3

中央処理区 平成2年5月1日 580 551 543 36.8 446 289

トマム処理区 平成9年7月28日 380 273 263 18.2 285 153

（建設課）

（令和６年3月31日現在）

普及率

普及率

（建設課）

供用年月日処理区域

７　水　道

（令和６年3月31日現在）

給水区分

占冠・トマム・双珠別

－ 15 －



◆８―１　村営バスの運行状況

○富良野

○金　山 ○幾　寅

○占　冠 ○トマム ○落　合

○中　央 ○双珠別

◆８―２　村営バス乗客輸送状況

定　期 定期外 計 １日平均 定　期 定期外 計 １日平均

人 人 人 人 人 人 人 人

平成21年度 14,622 6,946 21,568 59 2,076 791 2,867 9

平成22年度 13,166 6,098 19,264 53 2,016 774 2,790 9

平成23年度 9,492 6,054 15,546 43 2,718 855 3,573 12

平成24年度 6,132 6,030 12,162 33 2,598 819 3,417 11

平成25年度 5,640 6,261 11,901 33 2,088 810 2,898 9

平成26年度 4,736 5,850 10,586 29 984 737 1,721 6

平成27年度 3,592 5,308 8,900 24 1,040 1,003 2,043 7

平成28年度 4,486 5,463 9,949 27 1,764 1,350 3,114 10

平成29年度 4,854 5,287 10,141 28 2,760 1,159 3,919 12

平成30年度 4,732 5,856 10,588 29 1,608 1,657 3,265 9

令和元年度 5,202 5,171 10,373 28 388 1,281 1,669 5

令和２年度 4,456 4,198 8,654 23 0 1,052 1,052 2

令和３年度 3,642 4,278 7,920 22 0 864 864 3

令和4年度 1,866 4,996 6,862 19 174 757 931 3

令和5年度 3,200 5,194 8,394 23 0 1,184 1,184 3

※無料送迎含まず

８　運　輸

富良野線　１日３往復

トマム線　　１日２往復

年　度
富　良　野　線 ト　マ　ム　線

（建設課）

－ 16 －



◆９―１　小学校の状況

学級 人 人 人

令和元年 5 29 9 3

令和２年 5 26 9 3

令和３年 6 26 9 2

令和４年 6 31 10 2

令和5年 5 33 9 4

令和６年 5 30 8 4

◆９―２　中学校の状況

学級 人 人 人

令和元年 3 15 9 2

令和２年 3 15 9 2

令和３年 3 19 10 2

令和４年 4 20 12 2

令和5年 4 16 11 2

令和６年 3 9 8 2

学級 人 学級 人 人 人

令和元年 3 5 1 1 8 1

令和２年 3 4 1 3 8 2

令和３年 3 4 1 3 8 2

令和４年 4 6 2 4 11 3

令和5年 4 6 2 6 12 3

令和６年 4 8 2 5 11 3

年　次
占 冠 中 学 校

学級数 生徒数 教員数

年　次

◆９―３　義務教育学校の状況

（学校基本調査）

学級数 児童数

前　期　課　程 後　期　課　程

ト　　マ　　ム　　学　　校

教員数 職員数
学級数 生徒数

（学校基本調査）

（５月１日現在）

９　教育･文化

年　次

（５月１日現在）

占 冠 中 央 小 学 校

教員数児童数学級数 職員数

（５月１日現在）

（学校基本調査）

職員数

－ 17 －



年　次

人 人 人 人 人

平成30年 7 7 ― ― ―

令和元年 9 9 ― ― ―

令和2年 6 6 ― ― ―

令和３年 7 7 ― ― ―

令和４年 4 4 ― ― ―

令和5年 8 7 ― 1 ―

令和６年 11 11 ― ― ―

●文化連盟 ●体育協会

（令和６年４月１日現在） 

冊

中央図書室 冊

トマム図書室 冊

占冠村ミニバレー愛好会

占冠村フロアーカーリング愛好会

占冠ソフトボール協会

占冠村パークゴルフ愛好会

団　　体　　名

囲碁クラブ

書道グループ

占冠神楽保存会

占冠村将棋愛好会

団　　体　　名

占冠スキー連盟

占冠村軟式野球連盟

バドミントン愛好会

占冠ゲートボール協会

（教育委員会）

◆９―５　各団体の状況

◆９―６　公民館図書保有状況

　　（教育委員会）

（令和６年４月１日現在） 

豊かな老後を楽しむ会

占冠村公民館図書室 27,085

20,882

6,203

（学校基本調査）

（５月１日現在）

卒業者総数 進学者 教育訓練校等 就職者 その他

◆９―４　中学校卒業者の卒業後の状況

－ 18 －



◆10―１　交通事故件数（人身及び物損事故）

物損事故

総　数 死　者 傷　者

24（ 2） 27（  2） 2（ 0） 25（  2）　1,030（118）

40（ 1） 54（  1） 3（ 1） 51（  0）  1,077（  97）

61（ 3） 80（12） 4（ 0） 76（12）  1,193（110）

44（ 1）  66（  1）  6（ 0）  60（  1）  1,425(162）

41（ 1） 51（  1） 0（ 0） 51（  1）  1,415（122）

消防ポンプ 水槽付消防 小型動力ポンプ付 小型動力

自　動　車 ポンプ自動車 水  槽  車 ポンプ付積載車

人 人 台 台 台 台 台

15 1 2

23 1 1 1

14 1 1

指揮広報車

(連絡車含)

台

2

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和5年 令和６年

件　数 2 件 0 件 0 件 １件 0件 1件 0件

焼失面積 0.04 ㎡ ― ㎡ ― ㎡ 0.10㎡ ― ㎡ 67,635㎡ ― ㎡

件　数 0 件 0 件 0 件  ０件 0件 0件 0件

焼失面積 ― ㎡ ― ㎡ ― ㎡ ― ㎡ ― ㎡ ― ㎡ ― ㎡

2 件 0 件 0 件 2 件 1件 2件 0件

件　数 0 件 野火 　1 件 0 件  1 件  0件  0件  0件

焼失面積 ― ㎡ 115.04 ㎡ ― ㎡  0.94㎡ ― ㎡ ― ㎡ ― ㎡

10　警 察･消 防

年　次

人身事故発生件数

事故件数
死傷者数

       ＊平成28年９月20日　「交通事故死ゼロの日」 3,500日達成

令和２年

令和３年

令和４年

令和５年

令和6年 （富良野警察署）

※注：数値は富良野警察署管内のものであり、占冠村内の数値は(  )内数

　　　　  「交通事故死ゼロの日」　3,511日　（平成19年２月21日から平成28年10月２日まで）を記録

◆10―２　消防の現況 （令和６年４月１日現在）

区　分 消防署員数 消防団員数 救急車

（富良野広域連合富良野消防署占冠支署）

区　分

　（富良野広域連合富良野消防署占冠支署）

占冠支署

第１分団

第２分団

◆10―３　火災発生状況

占冠支署

第１分団

第２分団

区　分

建

物

林

野

車輌火災

そ

の

他

－ 19 －



平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和5年 令和６年

件 件 件 件 件 件 件

221 216 134 122 199 206 217
交通事故 14 30 17 21 22 26 15
一般負傷 88 84 57 41 63 71 85

急　病 103 92 48 55 103 102 109
その他 16 10 12 5 11 7 8

26 25 20 12 36 33 31

出場件数

事

由

別

うち不搬送

（富良野広域連合富良野消防署占冠支署）

◆10―４　救急業務の状況

区　分

－ 20 －



平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和4年度 令和５年度

万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円

歳入 278,015 242,636 286,951 267,067 307,928 270,942 289,110

歳出 274,316 237,595 281,812 260,650 302,158 266,009 281,199

歳入 18,996 14,199 15,385 12,576 11,571 13,710 12,886

歳出 18,678 14,009 14,939 12,261 11,290 13,354 12,610

歳入 8,544 8,560 7,925 7,941 7,489 7,588 8,612

歳出 8,297 8,249 7,620 7,533 7,106 7,298 8,200

歳入 11,200 10,553 11,675 12,090 10,504 11,390 12,226

歳出 10,958 10,234 11,470 11,981 10,405 11,301 10,545

歳入 10,206 10,751 10,386 9,057 11,582 10,587 12,994

歳出 9,963 10,495 10,287 8,816 11,333 10,354 10,280

歳入 9,722 9,755 10,577 10,122 9,775 11,493 11,657

歳出 9,370 9,352 10,188 9,699 9,290 10,962 10,815

歳入 1,606 1,835 1,781 1,841 1,712 1,937 2,020

歳出 1,587 1,800 1,742 1,812 1,673 1,897 1,965

歳入 2,174 2,129 2,183 2,395 2,332 2,386 2,193

歳出 2,084 2,087 2,039 2,336 2,209 2,274 2,118

調定額 収入済額 収納率 調定額 収入済額 収納率 調定額 収入済額 収納率

千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 千円 ％

523,437 501,152 95.74 465,357 445,333 95.70 566,261 546,850 96.57

97.32

固定資産税

100,075 95,346 95.27 140,494 136,734

417,913 400,835 96.25399,663

下水道事業

区　分
令和３年度

村　民　税 96,902 91,771 94.70

令和4年度 令和５年度

11　行　政

◆11―１　決算状況

区　　　　　分

一　般　会　計

特
　
別
　
会
　
計

診 療 所

※H20占冠診療所開所

簡水事業

国保事業

介護保険

後期高齢者医療

歯科診療所事業

（総務課財務担当）

◆11―２　村税収納状況

軽自動車税 2,938 2,862 97.41 3,302 3,389

95.91 355,654 340,398 95.71 415,248

（総務課税務担当）

合　計

3,323 98.05

たばこ税 5,684 5,684 100.00 6,326 6,326 100.00 7,130 7,130 100.00

3,263 98.82

－ 21 －



◆11―３　一般会計歳入款別内訳

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

万円 ％ 万円 ％ 万円 ％ 万円 ％

23,291 8.7 50,115 16.3 44,533 16.4 54,685 18.9

地方譲与税 3,612 1.4 3,669 1.2 3,713 1.4 3,737 1.3

利子割交付金 12 0.0 9 0.0 6 0.0 5 0.0

配当割交付金 30 0.0 48 0.0 44 0.0 50 0.0

株式等譲渡所得割

交  付  金

法人事業税交付金 416 0.2 719 0.2 428 0.2 433 0.1

地方消費税

交  付  金

環境性能割

交  付  金

自動車取得税

交  付  金

地方特例交付金 118 0.0 446 0.1 44 0.0 39 0.0

地方交付税 124,949 46.8 146,031 47.4 146,299 54.0 134,307 46.5

交通安全対策

特別交付金

分担金及び

負  担  金

使用料及び

手  数  料

国庫支出金 25,693 9.6 16,854 5.5 14,556 5.4 13,138 4.5

道 支 出 金 8,503 3.2 6,250 2.0 6,053 2.2 6,336 2.2

財 産 収 入 4,859 1.8 5,478 1.8 3,776 1.4 3,794 1.3

寄  附  金 1,962 0.7 1,754 0.6 2,099 0.8 9,988 3.5

繰  入  金 19,895 7.5 3,318 1.1 10,502 3.9 18,703 6.5

繰  越  金 5,139 1.9 6,417 2.1 5,770 2.1 4,933 1.7

諸  収  入 9,635 3.6 9,540 3.1 10,523 3.9 16,667 5.8

村　　債 30,351 11.4 48,074 15.6 13,158 4.9 11,953 4.1

合　　計 267,067 100.0 307,928 100.0 270,942 100.0 289,110 100.0

59

3,084

0.1

0 0.0

36

1.2

0.0

28 0.0

3,395

289 0.1 337

0.0

令和５年度

57 0.0

3,813 1.3

区　　分

村　　税

令和４年度令和２年度 令和３年度

37

0 0.0

2,775 1.0

225 0.1

0.0

0.3

1.8

0 0.0 0.0

704635 0.2

2.0

0

405 0.1

5,702

0.0

5,2021.9 5,014

1.0

0.1

0 0

540

5,025

0

1.7

0.0

226

0.2

0.0
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◆11―４　一般会計歳出款別内訳

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

万円 ％ 万円 ％ 万円 ％ 万円 ％

2,507 1.0 2,406 0.8 2,516 0.9 2,802 1.0

総　務　費 53,140 20.4 64,259 21.3 66,417 25.0 66,252 23.6

民　生　費 36,510 14.0 29,969 9.9 25,237 9.5 32,223 11.5

衛　生　費 20,679 7.9 46,794 15.5 21,678 8.1 23,494 8.4

労　働　費 3,486 1.3 1,266 0.4 1,266 0.5 1,281 0.5

農 林 業 費 15,055 5.8 17,528 5.8 19,073 7.2 16,811 6.0

商　工　費 17,965 6.9 14,376 4.8 13,607 5.1 14,626 5.2

土　木　費 20,478 7.9 22,022 7.3 23,944 9.0 30,608 10.9

教　育　費 12,589 4.8 12,399 4.1 13,098 4.9 13,125 4.7

災害復旧費 0 0.0 0 0.0 2,049 0.8 1,526 0.5

公　債　費 33,797 13.0 46,226 15.3 31,122 11.7 31,719 11.3

諸 支 出 金 0 0.0 68 0.0 199 0.1 256 0.1

職　員　費 44,444 17.1 44,845 14.8 45,803 17.2 46,396 16.5

合　　計 260,650 100.0 302,158 100.0 266,009 100.0 281,119 100.0

（総務課財務担当）

議　会　費

区　　分
令和4年度令和２年度 令和5年度令和３年度
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◆11―６　歴代議長

（議会事務局）

議席

番号
氏　　名 職　業

8 児玉　眞澄 無　職

1 大谷　元江 パートタイム

2 木村　一俊 歯科医

3 細谷　 　誠 無　職

4 下川　園子 無　職

5 藤岡　幸次 農　業

6 小林　 　潤 無　職

7 小尾　雅彦 無　職

田中　正治

◆11―５　歴代村長

◆11―７　村議会議員

小川　一男

觀音　信則

原　　淳二

小林　　豊

中村　　博

石川　留治

斎藤　秀翁

中田　菊太郎

吉田　益雄

小瀧　　猛

氏　　名

久保　正信

森岡　幸作

峰江　英男

森　　　一

昭和24年7月19日

昭和7年4月1日

（議会事務局）

※ 任期：令和９年４月30日まで

昭和50年5月6日

副議長

議長

藤原　正男

昭和22年4月5日

備　　　　　考

（総務課総務担当）

昭和42年5月1日 相川　繁治

昭和52年4月17日

熊崎　國良

平成23年5月10日

総務産業常任委員会副委員長

就任年月日

昭和14年4月22日

平成19年5月11日

平成15年5月9日赤坂　　哲

昭和46年5月7日板谷　新太郎

昭和26年4月25日

長渕　菊松

藤原　浅治

昭和17年7月18日

昭和20年4月20日

昭和11年11月10日

昭和9年9月29日 高畑　留蔵

木村　佐泰

平成7年5月11日

令和３年２月９日児玉　眞澄

就任年月日

昭和38年5月13日

昭和40年7月21日

鈴木　恒夫

昭和22年4月30日

氏　　名

総務産業常任委員会委員長あ

監査委員

昭和30年5月1日

平成9年4月17日

平成21年9月6日

平成29年9月6日

平成16年7月25日
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◆11―８　主要選挙投票状況

当 日 の

有権者数 総数 男 女 総数 男 女

平成 人 人 人 人 ％ ％ ％

第46回衆議院議員総選挙

（小選挙区）

第46回衆議院議員総選挙

（比例代表）

第23回参議院議員総選挙

（選挙区）

第23回参議院議員総選挙

（比例代表）

占冠村長選挙 25.8.25 無投票 ― ― ― ― ― ―

第47回衆議院議員総選挙

（小選挙区）

第47回衆議院議員総選挙

（比例代表）

北海道知事選挙 27.4.12 948 693 335 358 73.10 72.51 73.66

北海道議会議員選挙 27.4.12 無投票 ― ― ― ― ― ―

占冠村議会議員選挙 27.4.26 939 780 382 398 83.59 82.57 83.07

第24回参議院議員総選挙

（選挙区）

第24回参議院議員総選挙

（比例代表）

占冠村長選挙 29.8.27 無投票 ― ― ― ― ― ―

第48回衆議院議員総選挙

（小選挙区）

第48回衆議院議員総選挙

（比例代表）

北海道知事選挙 31.4.7 963 701 344 357 72.79 69.22 76.61

北海道議会議員選挙 31.4.7 無投票 ― ― ― ― ― ―

占冠村議会議員選挙 31.4.21 無投票 ― ― ― ― ― ―

第25回参議院議員総選挙 令和

（選挙区） 　１.７.21

第25回参議院議員総選挙

（比例代表）

占冠村議会議員選挙 3.4.18 無投票 ― ― ― ― ― ―

占冠村長選挙 3.8.29 無投票 ― ― ― ― ― ―

第49回衆議院議員総選挙

（小選挙区）

第49回衆議院議員総選挙

（比例代表）

第26回参議院議員総選挙

（選挙区）

第26回参議院議員総選挙

（比例代表）

北海道知事選挙 5.4.9 923 635 307 328 68.37 69.20 68.80

北海道議会議員選挙 5.4.9 919 625 304 321 67.86 68.15 68.01

占冠村議会議員選挙 5.4.23 912 671 327 344 73.48 73.66 73.57

第50回衆議院議員総選挙

（小選挙区）

第50回衆議院議員総選挙

（比例代表）

6.10.27 924 640 319 321 69.26 69.96 68.59

6.10.27 924 640 319 321 69.26 69.96 68.59

707 344

707

363 71.49

29.10.22 999 719 361

35528.7.10 992

24.12.16 989

24.12.16 989

25.7.21

74.1072.10

67.33364 69.79

70.10

74.1072.10 70.10347

993

993

716 347

336

28.7.10 992 716

26.12.14

26.12.14

700

716

716

25.7.21 1,003

355

選　挙　名 執行期日
投票者数 投票率

363 71.49

1,003 700 336

70.78 72.17344

72.22

364 69.79 67.33 72.22

351 68.36 65.97 70.91

72.18

72.17

358

361

70.78

72.30 72.06

369

369

（占冠村選挙管理委員会）

361 72.18 72.30 72.06

71.97 70.92 73.06

29.10.22 999 719 361 358 71.97 70.92 73.06

70.29 70.75 69.86

3.10.31 966 679 329 350

1,021 698 347

347 351 68.36 65.97 70.91

70.29 70.75 69.86

3.10.31 966 679 329 350

1.7.21 1,021 698

350668 318 69.51 67.80 71.14

4.7.10 961 668 318 350 69.51 67.80 71.14

4.7.10 961
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◆11―９　各種村宣言文

■交通安全都市宣言　　（昭和38年７月18日議決　占冠村）

   わが国産業経済の伸長と国民生活の向上は、近時まことにめざましいものがあり、　　　　　　　　　　　　　　　　　

   村民生活から交通に於ける安全を確保し、明るく住みよい村建設に邁進するため

 占冠村を交通安全村とすることを宣言する。

■青少年健全育成都市宣言　　（昭和38年７月18日議決　占冠村）

 てられなければならない。

　 このたび、われわれは青少年の心理をよく理解し、正しく育成善導するとともに

 全ての大人が自ら行いを正し、その範を示すことに努めねばならない。

　 また、青少年をめぐる社会の悪環境や青少年の健全育成を阻害するすべての要因

 に対しては、関係機関と協力し、これを排除することにつとめる。

　 以上の見地からわれわれは、青少年の健全育成を図るために次のことを宣言する。

 １　青少年に正しい明るい家庭環境を与える。

 １　青少年をめぐる社会環境の浄化につとめる。

 １　すべての人が協力して青少年の非行化阻止につとめる。

 １　青少年に社会の有能な一員となる資質を培う。

■青色申告と諸税完納の村宣言　　（昭和50年７月１日議決　占冠村）

　 納税の自主申告制度がしかれて28年、本村が青色申告制度開始10年余を経、今日

 に至ったが青色記帳を通じて経営の合理化、企業体質の改善をより一層促進し、健

 全化を図ることを願い「青色申告と諸税完納の村」とすることを宣言します。

 する村民運動の強力な推進が必要であると確信する。

   青少年は次代の担い手であり国の宝である。しかるに近時における青少年非行の

 増加及び低年化の傾向は、国の前途のために憂慮にたえないものである。

   すべての青少年は、憲法の精神にしたがい人として尊ばれ心身ともに健やかに育

 わが村は、国道旭川浦河線及び営林局林道の縦横に貫通する交通の要衝にあたるた

 常生活を送っている現状である。もとより交通事故を防止する措置は、それぞれの

 分野において積極的に実施しており、村も又今後一層の努力を惜しまないが、われ

 め最近の車両の大型化並びに急増に対し村民が常に交通事故の危険にさらされて日

 われはむしろ進んで村民の人命尊重の理念のもとに占冠村を以って、打って一丸と

－ 26 －



■シートベルト着用の村宣言　　（昭和59年12月20日議決　占冠村）

　 悲惨な交通事故を防止し、安全で快適な住みよい郷土をつくることは全村民の

 願いである。

　 しかしながら、近年における交通事故は急激な増加に転じ、道内における死亡

 者は９年連続日本一という不名誉な記録を続けている。交通事故の災禍から尊い

 村民の生命を守ることが当面する重要な課題である。

　 シートベルトの着用は村民の安全運転意識を高めるとともに、事故時の乗員保

 護に極めて有効かつ適切な方策と考える。

　 よって、本議会は全村民とともにシートベルト着用運動を展開することを宣言

 する。

■平和の村宣言　　（昭和60年３月18日議決　占冠村）

　 世界の恒久平和は、人類共通の願いである。

　 私達は、世界で唯一の被爆国民として被爆の恐ろしさ、被爆の苦しみを全世界

 の人に訴え、広島、長崎の惨禍をくりかえさせてはならない。

　 私達は、先の大戦でものいわぬ多くの御霊をむかえた国民として、いかなる武

 力紛争もくりかえさせてはならない。

　 私達は、国是たる非核三原則が完全に守られることを願い、占冠村への核兵器

 の配備、貯蔵、通過を許さない。

　 私達は、占冠村が核攻撃の目標となるおそれのある施設を設けることを認めな

 いことはもとより、いかなる国の軍事行動、軍事演習も許さない。

 　上、決意し、ここに「平和の村」を宣言する。

■防犯の村宣言　　（昭和62年12月17日議決　占冠村）

　 近年における社会情勢は、複雑多様化し犯罪は増加の一途をたどり、いつどこ

 で凶悪な犯罪が発生するか予測し難い状況におかれ、まことに憂慮にたえない現

 状となっている。

　 このときにあたり、住民の安全と幸福を願い自主防犯意識を高め、青少年の非

 行防止と暴力の追放を徹底し、明るく住みよい地域づくりを進めるため「防犯の

 村」を宣言する。

－ 27 －



■国際環境観光会議シリーズ1995

　北海道占冠村トマムからの発信占冠宣言

勝線の開通を背景とし、山村社会の再生のために山岳リゾート開発を進めてきまし

た。

おります。

できました。

トマムから次の宣言を発信します。

　グラムづくりを推進する。

１　占冠村・アスペン市の村民、中学生の交流を継続しながら、その中にアスペン

　環境研究センターの研修プログラムを導入し、地域のエコツーリズムの実践に向

　け意識の高揚と人材の育成に努める。

　スペン市において開催する。

　以上宣言する。

1995年10月5日
占冠村長　　　
アスペン市長　

に受け止め、この雄大な自然環境を貴重な財産として次代に受け継ぐため、占冠村

１  面積の94パーセントが森林という地の利を活かし、環境に優しいまちづくりを

　進めるため情報収集、ネットワークづくり、地域におけるエコツーリズムのプロ

１　500名にも及ぶ本会議参加者の意思を将来につなぐために、次回は2年以内にア

　かけがえのない地球そして限りある資源をこの小さな地域に住む一人一人が真剣

　山々の景色が秋一色となり、占冠の木「カエデ」が真っ赤に染まった素晴らしい

季節と環境のなかで、記念すべき第１回目の会議が開催され、私たちは生まれ育っ

た北の大地の魅力を再発見することができました。

　占冠村は、有史以来、恵まれた自然環境を活用し、農業と林業を主産業にした第

１次産業を基盤に発展を遂げてきましたが、経済・産業基盤の急激な変化とＪＲ石

ない経済社会を構築していくことの重要性を認識し、新たな一歩を踏み出すことが

　この試みは、国民の余暇意識の変化と経済の活性化、そして総合保養地域整備法

の指定をうけたことで拍車がかかりリゾートの成功例として全国的な注目を浴びて

　リゾート産業の誘致は、地域社会の生活、文化の向上をもたらしましたが、環境

面でのインフラ整備での遅れをきたしたことも否めません。

　主要産業となりつつある観光産業が経済活動の担い手であり、環境への負荷の少

－ 28 －



■ゼロカーボンシティ占冠宣言　　（令和４年６月16日表明）

業革命以前に比べ１.５℃に抑えるよう努力する」との目標が掲げられ、我が国

は「２０５０年までにカーボンニュートラル、脱炭素社会の実現」をめざすこと

が宣言されました。

　占冠村は清流鵡川上流に位置し、厳冬期には－３０℃となることもありますが、

　私たちの自然豊かな占冠村を次世代へ引き継ぐために、村民一人ひとり・事業

　ここに占冠村は、限りある資源を大切に自然と調和した循環型社会の構築に挑

■姉妹都市提携30周年記念　占冠宣言　（令和５年10月23日表明）

　アスペン市と占冠村は、山岳リゾート地として両都市のスキー場が友好提携を

結んだことを契機に、１９９１年の姉妹都市提携から今日まで交流の輪を大切に

　占冠村民は、ここにアスペン市との姉妹都市関係への決意を新たにし、今後も

両都市が誇る豊かな自然環境や、これまで築き上げてきた深い友情を次世代へ引

き継ぐとともに、教育や文化、経済をはじめとする様々な分野での交流を通じて

更なる友好親善と相互理解の深化を図っていくことを宣言します。

者・行政が環境に負荷のかからない暮らしを考え、行動を起こすことが必要にな

　近年、地球温暖化が原因とされる気候変動により、世界各地で自然災害や異常　

気象が発生してます。日本各地においても、記録的な猛暑や集中豪雨、大型台風

が発生するなど、私たちの生活環境にも大きな影響を及ぼしています。

　こうした状況から２０１５年に合意されたパリ協定では「平均気温の上昇を産

美しい雪景色、命が躍動しツツジが花咲く春、いきいきとした山の緑と青空が眩

しい夏、大地からの恵みに感謝する秋、私たちの暮らしはいつも豊かな自然環境

とともにあり、多くの恩恵を享受してきました。

っています。

戦し、２０５０年までに温室効果ガスを実質ゼロとする「ゼロカーボンシティ占

冠」をめざし、脱炭素社会の実現に向けて取り組んでいくことを宣言します。

してきました。
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副村長 松永英敬

村 長 田中正治

占 冠 村 議 会

監 査 委 員

選挙管理委員会

農 業 委 員 会

〔令和６年４月１日現在〕

総 務 課

占冠村地域包括支援センター

総務担当・防災担当・交通安全・防犯担当
職員厚生担当・財務担当・税務担当

企 画 商 工 課

建 設 課

地域振興対策室

環境衛生担当・車両担当
土木担当・建築担当・水道担当・下水道担当

子育て支援室

占冠村トマム歯科診療所

企画担当・情報･庁内ＬＡＮ担当
商工観光担当・広報統計担当

農業担当・林業振興室農 林 課

占冠村教育委員会教育長　多田淳史　　　

戸籍担当・国保医療担当・保健予防担当

ト マ ム 支 所

ト マ ム 保 育 所

住 民 課

占冠村歯科診療所

総務担当・簡易郵便局

福祉子育て支援課 社会福祉担当・介護担当

村立トマム診療所

村 立 占 冠 診 療 所

後期高齢者医療担当

子育て世代包括支援センター

占冠村物産館

事 務 局

事 務 局

占 冠 保 育 所

総務担当･学校教育担当･社会教育担当

事 務 局

会 計 管 理 者

事 務 局

会計担当会 計 室
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